


1 

 

 ＮＨＫ令和６年度決算の概要 

１．予算との比較  

（１）一般勘定 

 
Ｒ６予算 Ｒ６決算 

Ｒ６予算 

からの増減 

 
Ｒ５決算 

事 業 収 入 ６，０４５ ６，１２５ ７９  ６，５３１ 

 受 信 料 ５，８３２ ５，９０１ ６９  ６，３２８ 

 そ の 他 ２１３ ２２３ ９  ２０３ 

事 業 支 出 ６，６１６ ６，５７４  △ ４２  ６，６６８ 

 国内放送費 ３，２９１ ３，２９１ △０．４  ３，２８５ 

 国際放送費 ２０６ １９８ △  ７  ２００ 

 
国内放送番組
等 配 信 費 １１５ １１５ △０．３  １１５ 

 
国際放送番組
等 配 信 費 ２６ ２４ △  １  ２４ 

 契約収納費 ４１７ ４１５ △  １  ４５０ 

 受信対策費 ８ ７ △０．７  ６ 

 人 件 費 １，４５４ １，４３０ △ ２３  １，５４３ 

 予 備 費 ３ － △  ３  － 

 そ の 他 １，０９４ １，０９０ △  ３  １，０４０ 

事業収支差金 △５７０ △４４９ １２１  △１３６ 

※Ｒ６年度予算額は、予算総則に基づく増減を踏まえた額を記載。 

 

【令和６年度決算のポイント】 

○ 令和６年度は５７０億円の赤字予算に対し、４４９億円の赤字決算。 

【赤字額縮小の要因】 

 受信料収入増（６９億円）等による事業収入の増：７９億円 

 人件費（△２３億円）の減等による事業支出の減：△４２億円 

○ 令和６年度末時点の受信料支払数は、３，８９３万件で、令和６年度予算作成時の見込

みに比べて１１万件の増加（ただし、令和５年度末比では４８万件の減少）。 

○ 中期経営計画期間（令和６年度～８年度）における受信料の値下げのための「還元目的

積立金」の残高は１，３７５億円。 

○ 放送センターの工事等のための「建設積立資産」の残高は１，３４８億円。 

 

 

 

（単位：億円 端数切捨て） 
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【財政安定のための繰越金及び還元目的積立金の状況】 （単位：億円 端数切捨て） 

区  分 Ｒ５年度末 Ｒ６年度増減 Ｒ６年度末 

財政安定のための繰越金 ５２７ △１１０ ４１６ 

還 元 目 的 積 立 金 １，９５４ △５７９ １，３７５ 

 「財政安定のための繰越金」から、建設費の財源として１１０億円を取り崩し、令和６

年度末の残高は４１６億円。 

 「還元目的積立金」から、事業収支差金の不足額４４９億円と資本収支差金の不足額１

３０億円に使用するため、５７９億円を取り崩し、令和６年度末の残高は１，３７５億

円。 

 

（２）有料インターネット活用業務勘定 

 
Ｒ６予算 Ｒ６決算 

Ｒ６予算 

からの増減 

 
Ｒ５決算 

事 業 収 入 ５８．１ ６５．４ ７．２ 
 

５８．１ 

 放送番組等有料

配信業務収入 
５８．１ ６５．４ ７．２ 

 
５８．１ 

 雑 収 入 － ０ ０  ０ 

事 業 支 出 ５７．２ ５６．３ △ ０．８ 
 

３６．６ 

 配 信 費 ５２．８ ５２ △ ０．７  ３４．２ 

 そ の 他 ４．３ ４．３ △０．０５  ２．３ 

事 業 収 支 差 金 ０．９ ９ ８．１ 
 

２１．５ 

※Ｒ６年度予算額は、予算総則に基づく増減を踏まえた額を記載。 

【令和６年度決算のポイント】 

○ 令和６年度の有料インターネット活用業務勘定は、０．９億円の黒字予算に対し、 

９億円の黒字決算。 

 

 

 

 ○ 事業収支差金９億円は一般勘定へ繰り入れ。  

【黒字額拡大の要因】 

 放送番組等有料配信業務収入の増：７．２億円 

（単位：億円 端数切捨て） 
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２．業務報告書の概要  

放送番組等の 

概況 

〔国内放送〕 

・ 公共放送としての使命に徹し、信頼性あるジャーナリズム機能と文化創造

機能を一層向上させ、公正な報道と多様で質の高い放送番組を提供するこ

とを基本とした。 

・ 番組改定を行い、総合テレビジョンでは、平日午後１時台から５時台を生

放送とすることで全国各地のニュースや生活情報を多様な手法で伝える

とともに緊急報道対応を強化したほか、平日及び土曜夜間に多彩な教養番

組を新設した。 

・ 東日本大震災関連番組や能登半島地震関連番組、夏期特集として戦争と平

和を考える番組を編成するなど、年間を通じて特別編成を随時実施した。 

・ ＮＨＫ ＢＳでは、広域性や大容量性といった衛星放送の特性を生かして

国内外の最新動向を伝えるとともに、過去の優れた文化の保存や文化の育

成・普及を図るチャンネルとして、報道、スポーツ、教養、エンターテイ

ンメント番組を中心に編成し、マルチ編成を随時実施した。 

〔国際放送〕 

・ 番組改定を行い、日本の視座に立った多彩なドキュメンタリー番組や多様

性を尊重し相互理解を促進する番組を充実した。 

・ ８月に放送したラジオ国際放送等の中国語ニュースで、中国籍の外部スタ

ッフが、沖縄県の尖閣諸島の帰属などをめぐって、原稿にはない、日本政

府の公式見解等とは異なる発言を行った。これは、自ら定めた「ＮＨＫ国

際番組基準」に抵触することなどから、原因の究明と再発防止策の検討に

あたり、９月、調査報告書を公表した。ラジオにおける英語以外の外国語

ニュースの生放送から事前収録への変更、ガバナンスの強化、中国語ニュ

ース等におけるＡＩによる音声読み上げの試験運用の実施等、再発防止策

に取り組んだ。 

〔インターネット活用業務〕 

・ 実施基準については、有料インターネット活用業務勘定に関する規定等に

ついての変更（７年４月１日施行）及び放送法改正によるインターネット

業務の必須業務化に伴い新たに任意的配信業務の実施に必要な事項を定

めた実施基準とするための変更（同年１０月１日施行）について、１２月、

総務大臣の認可を得た。 

・ 地上テレビ常時同時配信・見逃し番組配信として「ＮＨＫプラス」のサー

ビスを実施した。 

営業及び 

受信関係業務の

概況 

・ 受信料支払率は、77.5％（令和５年度末 78.4％）となった。 

・ 従来の巡回訪問を中心とした契約・収納活動からの抜本的な構造改革を推

進し、受信料の公平負担と営業経費の削減に取り組んだ。 

・ 受信料の支払いについて、支払督促の申し立て（125件）、未契約者につい

て、受信料及び割増金の支払いを求める民事訴訟の提起（20件）を行った。 

放送設備の 

建設改修及び 

運用の概況 

・ 放送センター建替について、第Ⅰ期工事を進めた。 

・ 大型スタジオ等を備えた映像制作拠点となる川口施設（仮称）の工事を進

めた。 

・ 津波による浸水に備え、高知放送会館のサブステーションの整備を進め

た。 
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放送技術の研究 

・ ３次元テレビの表示については、物体から目に届く光線を再現するライト

フィールド技術の研究を進め、自然な立体像を表示する携帯端末型ディス

プレー及び頭部搭載型のディスプレーについて、映像品質を改善した。 

・ ＣＧを用いた手話アニメーションを自動生成する技術の研究では、ニュー

スの日本語文から手話ＣＧを生成するための翻訳技術と手話特有の表現

を制作できる手話ＣＧシステムの開発を進めた。 

業務組織の概要 

及び職員の状況 

・ １２月、新たに藤本雅彦（東北大学総長特別補佐・大学院経済学研究科教

授・地域イノベーション研究センター長）が経営委員会委員に任命された。 

・ 「ＮＨＫグループ 働き方改革宣言」の実現に向けて、長時間労働に頼ら

ない組織風土づくりを一層進め、業務改善や多様な働き方の浸透・支援を

進めた。 

・ 産業医による面接指導の強化、職員の勤務・健康状況の点検日の設置等に

よる健康への意識醸成等、一人ひとりの健康状態をふまえた、きめ細かな

健康確保施策に取り組んだ。 

・ 令和１２年度末までにＣＯ２排出量を５０％削減（平成３０年度比）する

ＣＯ２削減目標の達成に向けて、設備の省エネルギー化や再生可能エネル

ギーの導入を進めた。 

・ 要員について、本部管理部門・地域放送局の業務体制の見直し等による削

減を行う一方で、取材・制作部門等への増員配置を行い、令和６年度末の

人員は 9,975人となった。 

・ 女性職員比率は、23.5％（令和５年度末 22.9％）、女性管理職の割合は

13.5％（同 12.0％）であった。 

内部統制に関す

る体制等及びそ

の運用状況 

・ 会長等は、協会の業務並びに協会及びその子会社から成る集団の業務の適

性を確保するために必要な体制の整備及び監査委員会の職務の執行のた

め必要な事項についての経営委員会議決等を遵守して職務にあたった。 

子会社等の概要 

・ 中期経営計画の実現に向けた体制構築とガバナンス強化のため、グループ

経営改革を進めた。 

・ 関連事業持株会社の株式会社ＮＨＫメディアホールディングスは、傘下子

会社の管理部門の業務集約や効率化、内部監査機能の強化等を進めた。 

その他 
・ 放送法の改正等を踏まえ、令和７年１月、「ＮＨＫ経営計画（２０２４－２

０２６年度）」の修正を行い、公表した。 

 


